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A Study on the Japan-U .S. Income Tax Convention and the 




















































署名 日 発効 日
第一次日米租税条約(原条約) 1954. 4.16 1955. 4. 1 
第一次改正議定書(一部改正) 1957. 3.23 1957. 9. 9 
第二次改正議定書(一部改正) 1960. 5. 7 1964. 9. 2 
第二次改正議定書(一部改正) 1962. 8.14 1965. 5. 6 
第二次日米租税条約(全面改正) 1971. 3. 8 1972. 7. 9 
第三次日米租税条約(全面改正) 2003.11. 6 2004. 3.30 I 




















































































































































































































































































































































































31)浅川雅嗣編著『コンメンタール改訂 日米租税条約.1(2005年 大蔵財務協会) 1頁を参照。
32)向上、 1-2頁を参照。































持株10%以上 10% 配当 5% 
(持株割合10%以上50%以下)
その他 15% 10% 












































































































































36)税務行政執行共助条約に関しては、 OECDの以下の URLを参照されたい。 http://www.oecd. 




































































































































































47)この資料については、以下の URLを参照されたい。 http://www.mof.go.jp/taxJ)olicy/ summary /interna-
tional/250611fatca.htm (2013年8月28日アクセス)。
48)米国の FATCAに関する国際的取り決めのモデル文書及び外国との合意状況については、以下のURLを参
























































































































/ /www.mof.go担/tax-policy / taxJeform/ outline/fy20 121 explanation/ pdfl p613_631.pdf (2013年9月5日アク
セス)。
会計論叢第9号 -76-
そのような中、十分な課税権のない場合であっても、国税庁は独自の理論構成により難解な事件
について課税してきた。この中には有名な武富士事件、航空機・船舶リース事件、ガイダント事件、
アドビ事件、ガーンジー島事件などがある。これらは、いずれも富裕層・大企業が日本の高率課税
を免れようとする一部の優秀な専門家の知恵により、その目的を達成したものである。現在も、米
国デラウェア州LPSを利用した不動産所得の損益通算を否認した事件が最高裁判所に係属中であ
る。このような課税庁の態度は、租税法律主義を突き詰めていけば決して好ましいことではない。
経済のグローバル化の進展が著しい中、国際的二重課税を回避するために租税条約を締結するこ
とは政府の責務である。一方、各国における制度の差異を利用した国際的租税回避に対抗すること
も、租税条約の目的というべきことは上述したとおりである。
一方、国際的租税回避の事例が増加していることは、二国間条約の限界を示しているということ
もできることから、情報交換および徴収共助を主目的とする税務行政執行共助条約のような多国間
条約を推進することは一歩前進とも言える。
しかし、関税と貿易の分野である世界貿易機関 (WTO)の世界レベルでの議論の破綻により、近
年、二国間・地域間での FTA、EPAなどが締結されている (TPPもこれに含まれる)。欧州連合
(EU)は早くから付加価値税ではブロック化に成功し、法人税についても最近ょうやく成案を得て
チャレンジしている。法人税の分野においては、現実には十分に機能してはいないものの、将来の
国際的租税回避による税収減少の程度によっては妥協せざるを得なくなるかもしれない。
平成25年改正議定書により、わが国は日米租税条約という羅針盤のない航海に漕ぎ出したという
ことができょう。 OECDモデル条約はあるものの、これだけで国益が確保されるか、また企業の自
由な経済活動が確保できるか、については懐疑的にならざるを得ない。今後は、多国間条約の多様
化を考慮するとともに、更なる国内法の整備が必要になるかもしれない。いずれにしても、社会経
済情勢の変化、国際的租税回避の増加などの状況下、わが国税制が適正なものとなるよう不断の検
討を行うことが必要である。
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